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すべての区の仕事

を評価しました 



はじめに 
 

豊島区では、今年度から行政評価を本格的に導入し、行政の説明責任の遂行、区民

の視点に立った成果重視の行政の実現に取り組んでおります。この度、本年度実施し

ている事務事業評価について、区民サービスを提供している８１２の事務事業すべて

の評価を行いました。 
各事業評価は、主管課の職員が素案を作成しておりますが、区民ニーズを意識した

目標値の設定等を通じて、職員の意識改革をも図ろうとしたものです。 
 また、これほどの情報量のあるデータを、区自ら公表するのは初めてでありますの

で、区政の透明性の向上と説明責任の遂行という点で、大きなインパクトを与えるこ

とになると考えております。 
 行政評価そのものは、区としての最終的な意思決定を行うものではなく、議会をは

じめ区民の皆さんを巻き込んだ議論の素材を提供し、各事業の今後のあり方等を考え

ていただくための手段の一つと位置付けているものであります。 
 行政評価については、国内はもとより、諸外国においても様々な取り組みがなされ

ておりますが、未だこれという定まったものはありません。このため、本区の行政評

価につきましても、改善すべき点が多々あるものと考えております。 
各評価の内容はもとより、評価の方法や制度の仕組みなどについても、皆さんから

のご意見をいただければと思っております。 
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１ 行政評価制度のねらい 
 行政評価は、「行政の現状を認識し、行政課題を発見するためのツール（道具）」で

す。 
行政評価の過程で発見された課題を事業の見直しや計画・予算等に反映させていき

ます。具体的には、区政における政策立案（Ｐｌａｎ）―事業実施（Ｄｏ）―検証・

評価（Ｃｈｅｃｋ）―見直し（Ａｃｔｉｏｎ）＝ＰＤＣＡサイクルの中に位置付けて、

評価を行っていきます。（下図参照） 
 評価にあたっては、区民生活に与えた成果等を検証・評価することを通じて、区民

の視点に立った行政運営を実現します。また、評価結果を公表することで、区政の透

明性を高め、区民への説明責任を果たします。なお、公表することで、行政内部で効

率化のインセンティブ（効率的に仕事を進めようという要因）が働くことも期待でき

ます。 
 
    行政評価とＰＤＣＡサイクル 
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 ２ 事務事業評価の概要 
（１）評価対象事業 

平成 12年度に実施した８１２事業。 
（内部管理的事務等一部の対象外事業を除き、原則として区民にサービスを

提供している予算単位のすべての事業を評価対象としました。なお、評価の

しやすさの観点から、個々の事業の性質・内容等により、評価に適した評価

単位に整理・統合しました。） 
 

 （２）評価表作成期間 
平成 13年 7月 16日～8月 17日 
 

（３）評価プロセス 
主管課にて事務事業評価表を作成し評価をしました。その後、政策経営部に

おいて点検をし、必要なものについては主管課とのヒアリングを行い、最終的

に評価を確定しました。 
 

 （４）評価方法 
① 必要性・達成度・効率性・公平性・利便性・優先性の視点に立った 13項目
について、A・B・Ｃの３段階の個別評価を行いました。 

 
② 個別評価の結果を踏まえて、中・長期的視点から「今後の事業の方向性」

としての総合評価（拡充・現状維持・見直し・縮小・終期設定・縮小・廃

止の中から選択）を行いました。 
 

③ 総合評価を踏まえて、今後の事業の具体的な改善策である「改革プラン」

を作成しました。 
 

（５）評価結果の活用 
 改革プランを中心に、評価結果を事務事業の見直し、予算編成等の判断材料

として活用しました。 
 
 （６）公表 
    議会、区民に評価表を公表し、行政の説明責任を果たします。個々の評価表

は、「行政情報コーナー」「中央図書館」において閲覧ができます。 
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参 考 
 
行政評価のレベル 
 行政評価には、下図のとおり、①政策評価、②施策評価、③事務事業評価があ

ります。 
 
           行政評価のレベル 

               
              
              政策       政策評価  
         
              施  策          施策評価 
                          
             事務事業            事務事業評価 
 

 

政 策 評 価  包括的な活動単位である政策を対象とした評価 
施 策 評 価  政策体系に基づいてその中核単位となる施策を対象とした評価 
事務事業評価  個々の事務事業を対象とした評価 

 
今回は、事務事業について評価を行いました。今後は、政策・施策評価に取り組ん

でいく予定です。 
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３ 評価結果の概要 
個別評価の結果 
必要性・達成度・効率性・公平性・利便性・優先性の視点に立った 13項目について、

質問に答える形式でＡ，Ｂ，Ｃの評価を行いました。 
 
１３項目ある個別評価の質問に対して、「Ａ」の答えは事務事業の改善余地のないと判断

される答えを設定してあり、「Ｂ」｢Ｃ｣となるにしたがって、より改善余地が大きいと判断

される答えを設定してあります。 
 事業によっては、質問事項が事業内容にそぐわない場合もあり、このような場合は、評

価表上では、｢Ａ｣（改善の余地がない）または「空欄」、「－」として記載してあります。

これらについては、今回の集計上では、便宜上すべて「Ａ」（改善の余地なし）の評価に含

めてカウントしてあります。 
 

  
（１）法的必要性 

「区による実施が国の法令事業（法律・政令・省令）に義務づけられていますか」 

 Ａ 義務づけられている Ｂ 義務づけられていない 
件数 ３０６ ５０６ 

 
全体の約４割が、事業の執行を国の法律で義務づけられています。それ以外の

約６割の事業については、今後の事業執行の可否も含めて、区に裁量の余地ある

事業であることがわかります。 
 
 

法的必要性

Ａ　義務づけられ
ている
38%

Ｂ　義務づけられ
ていない

62%
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（２）事業の必要性 
「現在の区民ニーズを踏まえると、事業の目的が達成され、役割が薄れていませんか」 

 Ａ 薄れていない Ｂ 少し薄れている Ｃ 薄れている 
件数 ７３０ ７０ １２ 

 
 社会経済状況の変化を考察し、現在も事業に対する区民ニーズがあるか、事業の役

割が薄れていないかを評価しました。９割については、事業の役割は薄れていないが、

１割の事業については、事業の役割が薄れてきています。 
 

【薄れている】の事業例 
整理

番号 
所 属 事 業 名 内  容 

２０８ リサイクル推進

課 
リサイクルルーム事

業 
リサイクルに対する区民ニーズは増加

傾向にあるが、同時に民間での供給体制

も整ってきている。 
２５３ 高齢者福祉課 高齢者福祉手当支給

事業 
介護保険の施行により、在宅での介護サ

ービスが保険で賄われるようになった。

３３６ 生活福祉課 
 

生業資金貸付事業 貸付件数が、年々減少傾向にある。 

７０６ 学務課 三芳野外教室開催経

費 
過去２年間実績なし。今年度も実施予定

なし。 
７２１ 生涯学習課 小学生外国語教室事

業 
各学校で、同様の内容が授業に取り入れ

られている。 
 

事業の必要性

Ａ　薄れていない
90%

Ｃ　薄れている
1%

Ｂ　少し薄れてい
る
9%
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（３）実施主体の妥当性 
「区で実施すべき事業ですか（民間のサービスに任せることはできませんか）」 

 Ａ すべて区が実

施すべき 
Ｂ 一部､民間に任

せられる 
Ｃ すべて民間に

任せられる 
件数 ４９３ ２６６ ５３ 

 
 今後とも区が事業の主体として継続実施すべき事業なのか、それとも民間のサービ

スに任せたほうがより効果的・効率的に事業の執行が可能かという視点より評価しま

した。６割の事業については、すべて区が実施すべき事業となっていますが、４割の

事業については、民間にまかせられる余地があることがわかります。 
 
【すべて民間に任せられる】の事業例 
整理

番号 
所 属 事 業 名 内  容 

２３８ 豊島清掃事務所 リサイクルセンター

運営業務 
無料で提供していること以外は、民間リ

サイクルショップと同様の事業内容で

ある。 
４３４ 健康推進課 一般健康相談事業 健康診断書（健診・発行）については、

民間に任せられる。 
５１６ 子育て支援課 ひとり親家庭 

休養ホーム事業 
民間においても、類似したサービスが提

供されている。 
５１７ 同上 ひとり親家庭等 

家事援助事業 
      同  上 

７２０ 生涯学習課 日本語学習事業 日本語学校等が、充実してきており、区

が実施する意味が薄れてきている。 

実施主体の妥当性
Ｃ　すべて民間に任

せられる
7%

Ｂ　一部、民間に任
せられる

33%

Ａ　すべて区が実施
すべき

60%
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（４）達成度 
 「目標に対する達成状況は順調ですか」 

 Ａ 順調である Ｂ あまり順調でない Ｃ 順調でない 
件数 ５７５ ２０５ ３２ 

  
目標値を１４年度～１６年度の間で設定し、その目標値に対して１２年度の実績値

の達成状況を評価しました。約３割の事業が、目標に対する達成状況が順調でないこ

とがわかります。順調でない要因として、①事業の執行方法上の問題 ②事業経費の

投入が不十分 ③社会環境の変動等の外部要因 などが考えられます。 
 
【順調でない】の事業例 
整理

番号 
所 属 事 業 名 内  容 

６６ 地域文化課 トシマーク整備推進

助成 
平成４・５年度に設置したが、その後の

記載内容について更正をしていないた

め、誤って表示されている部分がある。

１０７ 生活産業課 内職あっせん事務 求人依頼数が減少している。 
４９１ 青少年課 不健全図書類等規制

対策事業 
区では、不健全図書類自動販売機の設置

規制ができないため、目標達成は困難。

５４６ まちづくり推進

課 
都市防災不燃化促進

事業（雑司が谷墓地

周辺地区） 

目標耐火率７０％に対し、事業開始時

（昭和５９年度）１１．１％から現在（平

成１２年度末）３４．５％の状況。 
６２２ 交通安全課 交通安全対策事業 区内の交通事故件数は、増加の一途をた

どっている。 

達成度

Ａ　順調である
71%

Ｃ　順調でない
4%

Ｂ　あまり順調で
ない
25%
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（５） 単位当りコスト 
 「単位当りのコストは、減少傾向にありますか」 

  Ａ 減少傾向にある Ｂ 横ばい Ｃ 増加傾向にある

件数 ３３０ ３９９ ８３ 
  
 事業が効率的に執行されているかを、１１年度と１２年度との事業の単位当りコス

トの比較を中心として、評価しました。 
 減少傾向にあるとしたものが４割あり、事業の効率化が進んでいることがわかりま

す。また、逆に増加傾向にあるとしたものも１割あります。 
 
【増加傾向にある】の事業例 
整理

番号 
所 属 事 業 名 内  容 

１５ 広報課 あなたと区長のホッ

ト・ほっと区民集会

事業 

参加者が減っているため、コストは増加

傾向にある。 

７６ 地域文化課 区民集会室管理運営 施設の老朽化により、コストは増加傾向

にある。 
２６９ 高齢者福祉課 「菊かおる園」ケア

ハウス運営 
光熱水費等が年々増えてきている。 

４２２ 地域保健課 池袋保健所施設維持

管理 
補修費用等がかさみ、増加傾向にある。

７５７ スポーツ振興課 総合体育場管理運営 施設老朽化により、コストは増加傾向に

ある。 

単位当りコスト

Ａ　減少傾向に
ある
41%

Ｃ　増加傾向に
ある
10%

Ｂ　横ばい
49%
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（６）効率的な事業展開 

「民間(ＮＰＯ等を含む)委託や類似事業との統合で、より効率的な事業展開はできますか」 

  Ａ できない Ｂ 検討の余地有り Ｃ 可能である 
件数 ５０８ ２５９ ４５ 

 
 事業のより効率的な執行方法はないかを次の点により評価しました。 
① 民間委託により費用削減・民間の人的資産の有効活用が図れないか。 
② 類似事業との統合により、より効率的な事業展開が可能か。 
約６割の事業については、執行方法の変更はできないとしているものの、６％の事

業については、可能であるとの評価となっています。 
 

【可能である】の事業例 
整理

番号 
所 属 事 業 名 内  容 

２０７ リサイクル推進

課 
大型品リサイクルひ

ろば運営事業 
豊島リサイクルセンターとの統合を検

討する。 
２４５ 管理調整課 福祉のまちづくり普

及推進事務 
普及啓発活動や調査事務などでNPOや
ボランティアと協同の余地がある。 

５２３ 子育て支援課 子どもの権利擁護事

業 
民間ボランティアとの協力により、相談

事業を行う。 
５２４ 保育園課 区立保育所管理運営 老朽化した施設の改築を契機に、公設民

営や民設民営方式による民営化への転

換が可能である。 
７０８ 学務課 幼稚園管理運営経費 私立幼稚園と区立幼稚園の役割の違い

を明確にすることにより、より効率的な

事業展開が可能である。 

効率的な事業展開

Ａ　できない
62%

Ｃ　可能である
6%

B　検討の余地あ
り

32%
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（７） 事務改善 
 「事務事業の中で、事務改善できる部分はありますか」 

  Ａ ない Ｂ すこしある Ｃ かなりある 
件数 ２９０ ４６５ ５７ 

 
 業務プロセスの改善、事務分担の見直し、ＩＴの活用などで事務改善できる余地が

あるかを評価しました。全体の約３分の２の事業が、何らかの事務改善の余地がある

ことがわかります。 
 
【かなりある】の事業例 
整理

番号 
所 属 事 業 名 内  容 

１３５ 生活産業課 消費生活情報提供事業（消

費者情報誌「ひまわり」）

編集作業のOA化を実施することによ
り、人件費の削減が可能である。 

５４５ 都市計画課 地区計画事務 計画決定までのプロセスを改善し、時

間の短縮やコスト削減を図る必要が

ある。 
５９３ 道路管理課 道路台帳事務 ＩＴによる道路台帳情報のデジタル

化が必要である。 
６８０ 学務課 学校配付予算（小学校） 簿記をパソコン入力することにより、

集計作業の簡略化を図れる。 
８０６ 選挙管理委

員会事務局 
選挙執行経費 作業手順のマニュアル化と事前準備

への早期の着手が必要。 
 
 

事務改善

Ａ　ない
36%

Ｃ　かなりある
7%

Ｂ　少しある
57%
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（８） 低コストの執行方法 
 「近隣自治体や民間との比較で、低コストのところのやり方を応用できますか」 

  Ａ できない Ｂ 検討の余地あり Ｃ 可能である 
件数 ４４１ ３３８ ３３ 

 
 近隣自治体や民間で、より高度な知識・技術・ノウハウによって低コストのやり方

を行っているところはないか。行っている場合、そのやり方を応用できないかを評価

しました。  
 
【可能である】の事業例 
整理

番号 
所 属 事 業 名 内  容 

４１ 総務課 庁用自動車維持管理 他区における専用車数、運転業務委託、車

両のリース化等の面で可能である。 
２４１ 管理調整課 歳末見舞金事業 ２３区では大多数が廃止、縮小傾向にあ

る。 
２９５ 高齢者福祉課 施設入所に関する相

談・情報提供・個別

援助事業 

介護保険サービス情報の提供機能を、居宅

介護支援事業者、在宅介護支援センターに

移す。 
４８３ 生活衛生課 有害物質含有家庭用

品の規制事務 
都立衛生研究所への検査委託数を減らし

て、区の検査室での検査を増やす。 
 

低コストの執行方法

Ａ　できない
54%

Ｃ　可能である
4%

Ｂ　検討の余地有り
42%
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（９）非常勤職員の活用 
 「定型的な事務は、正規職員から再雇用などの非常勤職員へ切り換えができますか」 

  Ａ できない Ｂ 検討の余地あり Ｃ 可能である 
件数 ４７２ ２５６ ８４ 

 
 定型的な事務について、再雇用等の非常勤職員の活用が図れないかを評価しました。 
約６割が「できない」ですが、「検討の余地あり」「可能である」も約４割を占めます。  
 
【可能である】の事業例 
整理

番号 
所 属 事 業 名 内  容 

３９ 総務課 文書管理経費 郵便物および都庁交換物の発送・受け取

りに関する事務については可能である。

７１ 地域文化課 統計書発行事務 統計資料の収集・編集作業は可能であ

る。 
５４９ まちづくり推進

課 
居住環境総合整備事

業（アゼリア東池袋

住宅維持管理経費）

使用料等の調定・簿記などの庶務事務は

可能である。 

５８１ 建築指導課 福祉のまちづくり推

進事業 
届出書類等の審査なので可能である。 

６２１ 交通安全課 違法駐車等防止事業 事務的な作業は、対応可能である。 
６６５ 学務課 学校配付予算（保健）

（小学校） 
各学校の支出命令書の執行事務につい

ては可能である。 

非常勤職員の活用

Ａ　できない
58%

Ｃ　可能である
10%

Ｂ　検討の余地
あり
32%
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（１０）受益の偏在 
 「サービスの受益者全体からみて、特定の個人や団体に受益が偏っていますか」 

  Ａ 偏っていない Ｂ 多少偏っている Ｃ 偏っている 
件数 ６６１ １２８ ２３ 

 
  サービスの提供が、特定の個人や団体に偏っていないかを評価しました。約８割

の事業については偏っていないとされていますが、約２割については何らかの偏り

があると評価されています。 
 
【偏っている】の事業例 
整理

番号 
所 属 事 業 名 内  容 

２５３ 高齢者福祉課 高齢者福祉手当支給

事業 
介護保険の施行後は重複サービスとな

っている。 
２９０ 高齢者福祉課 「山吹の里」特別養

護老人ホーム運営 
ベッドが空いていないので、サービスを

受けたくても受けられない状況である。

３６１ 中央保健福祉セ

ンター 
介護ヘルパー養成事

業 
民間サービスの受講費用は８万円程度

であり、区の受講費用７千円程度（テキ

スト代のみ）と比べかなり高額である。

５１７ 子育て支援課 ひとり親家庭等家事

援助事業 
なじみの利用客が大部分を占めている。

 
 

受益の偏在

Ａ　偏っていない
81%

Ｃ　偏っている
3%

Ｂ　多少偏ってい
る
16%
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（１１）受益者負担の見直し 
 「受益者負担の見直しの余地はありますか」 

  Ａ ない Ｂ 検討の余地あり Ｃ あり 
件数 ６０３ １９２ １７ 

 
 使用料・手数料等により受益者に負担を求めていること（または、求めていないこ

と）の現状が適切か。受益者負担を求めている場合、その負担額は、サービスの提供

に要する費用と比較して適当な額か等の視点より評価しました。 
大半の事業については、見直しの余地はないとしているものの、見直し・検討の余 
地ありとした事業も約４分の１あることがわかります。 
 
【あり】の事業例 
整理

番号 
所 属 事 業 名 内  容 

２３８ 豊島清掃事務所 リサイクルセンター

運営業務 
あっせん手数料の徴収を検討する余地

がある。 
３９３ 中央保健福祉セ

ンター 
寝たきり高齢者生活

支援事業（紙おむつ

支給事業） 

平成１４年度から所得制限の導入を予

定している。 

５２６ 保育園課 管外公立・管外私立

保育所に対する保育

委託事業 

来年度以降の保育料改定について検討

中である。 

５９２ 道路管理課 屋外広告物取締 撤去料あるいは、相当額の負担額をもう

けるべきである。 

受益者負担の見直し

Ｃ　あり
2%

Ａ　ない
74%

Ｂ　検討の余地あ
り

24%
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（１２）利便性 
 「サービスの提供方法が、区民の利便性に配慮したものになっていますか」 

  Ａ なっている Ｂ 多少なっていない Ｃ なっていない 
件数 ５６９ ２１８ ２５ 

 
 情報提供が特定の対象のみに限定したものになっていないか、処理にかかる時間又

は期間は適切か、バリアフリーに配慮しているか等の視点より評価しました。 
 ７割の事業については、利便性に配慮したものになっていますが、残りの３割の事

業については、利便性に欠ける点があるとされており、改善の余地があると判断され

ています。 
 
【なっていない】の事業例 
整理

番号 
所 属 事 業 名 内  容 

２５５ 高齢者福祉課 配食サービス事業委

託経費 
広報紙や関係機関などへの情報提供が

不十分のため区民に周知されていない。

４４４ 地域保健課 成人保健情報システ

ム維持管理 
蓄積されたデータの分析が不十分で、保

健医療計画等へ反映されていない。 
５６８ 住宅課 住宅あっせん事業 すぐに入居できる居室の情報が少ない。

５９８ 道路管理課 公共溝渠使用許可事

務 
不法占拠等の影響で通行できないとこ

ろがある。 
７５４ スポーツ振興課 豊島体育館管理運営 施設老朽化により、利便性に配慮された

施設となっていない。 
 

利便性

Ｃ　なっていない
3%

Ｂ　多少なってい
ない
27%

Ａ　なっている
70%
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（１３）優先性 
 「財政状況を考慮し、事業を休廃止した場合、区民生活への影響は大きいですか」 

 

 
 事業を休廃止した場合、区民生活への影響、他事業への影響、先行投資への影響な

ど、何に対してどれくらいの影響が及ぶかを評価しました。影響が大きいほど、優先

性が高いと判断されます。 
 全体の約９割の事業が、休廃止の影響は大きいとされておりますが、残りの約１割

については、影響は小さいとされています。 
 
【小さい】の事業例 
整理

番号 
所 属 事 業 名 内  容 

１９ 広報課 施設見学会事業 参加者が募集人数の６割程度しか集ま

らない。 
６０ 地域文化課 外国語ボランティア

実施 
区民生活上で、通訳や翻訳を要する場面

が多くないため、影響は小さい。 
１３７ 生活産業課 勤労者生活資金貸付

事業 
東京都の融資制度（中小企業従業員生活

資金融資）で対応が可能である。 
３３６ 生活福祉課 生業資金貸付事業 新規の貸付が減少しており、区民生活へ

の影響は小さい。 
３６１ 中央保健福祉セ

ンター 
介護ヘルパー養成事

業 
民間で類似事業が行われており、事業を

休廃止しても影響は大きくない。 

   Ａ 非常に大きい Ｂ 大きい Ｃ 小さい 
件数 ４７３ ２６３ ７６ 

優先性

Ａ　非常に大きい
59%

Ｃ　小さい
9%

Ｂ　大きい
32%
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総合評価 
個別の評価を踏まえた上で、中長期的な観点から今後の事業の方向性について評価（拡

充・現状維持・見直し・縮小・終期設定・休止・廃止のうちから選択）を行いました。 

 拡充 現状維持 見直し 縮小 終期設定 休止 廃止 合計 
件数 ９４ ５００ １９４ ９ ３ ５ ７ ８１２ 
 上記のとおり、「現状維持」が約６割を占めますが、その他の約４割近い事業につい

ては、「見直し」「拡充」等で、今後の事業の方向性に変更が必要との評価になってい

ます。 

 ＊注意 ・見直し等には、「見直し」の他、「縮小」「終期設定」「休止」「廃止」を含みます。 

      ・部門別の「その他」は、「選挙管理委員会」「監査」「区議会」の各事務局です。 

 部門別では、「拡充」の割合がもっとも多いのが「清掃環境部」で、「見直し等」の

割合がもっとも多いのが「保健福祉部」となっています。 

【評価別の割合】

終期設定
0%

縮小
1%

休止
1%

廃止
1%

見直し
24%

現状維持
61%

拡充
12%

【部門別の割合・事業数】

6
3 13

9

11

9 14 9 20
0

11 20
93

15

130

16
42

45
120 8

8
5

36 9
109

14
16

3 18
0

0%

20%

40%

60%

80%

100%

政
策
経
営
部

総
務
部

区
民
部

清
掃
環
境
部

保
健
福
祉
部

こ
ど
も
家
庭
部

都
市
整
備
部

土
木
部

教
育
委
員
会

そ
の
他

見直し等

現状維持

拡充

グラフ中の数
値が事業数



7 

評価別の事業例 
  総合評価の評価別（拡充、見直し、縮小、終期設定、休止、廃止）の事業例は、次
のとおりです。 
【拡充】 
整理

番号 
所 属 事 業 名 内  容 

１６ 広報課 豊島区ホームページ

制作 
ホームページ利用人口は増加してきてお

り、情報提供の拡充が求められている。 
今後は、電子申請や施設予約等も検討して

いく。 
５７ 施設課 営繕事務 老朽化した施設が計画的に修繕されてい

ない現状である。今後は、施設の計画的維

持管理システムの構築を図っていく。 
６８ 地域文化課 地域安全対策 ここ数年「ピッキング」や「ひったくり」

等の犯罪が多発している。今後は「生活安

全協議会」の議論を踏まえ、様々な施策を

展開する予定である。 
２２４ 環境保全課 低公害車の普及 低公害車の普及のため、現在「豊島区低

公害車導入計画」を策定中。 
３３５ 生活福祉課 路上生活者対策事業 路上生活者は増加傾向にある。今後は、

自立支援センターや緊急一時保護センター

の増設など、事業の拡充が必要である。 
５２３ 子育て支援

課 
子どもの権利擁護事

業 
児童の虐待件数は増加傾向にある。今後

は、児童虐待防止及び、予防のための地域

ネットワークづくりの強化を図っていく。

５４３ 都市計画課 池袋駅周辺再活性化

事業 
池袋駅周辺地区を、副都心としてにぎわ

いのある拠点として育成すべく、現在、計

画を検討中。 
６３７ 公園緑地課 民間施設緑化指導事

業 
 

うるおいのある都市環境を創出するため

にも、緑化の推進が必要である。今後、条

例化も検討し、強力に事業を推進していく

必要がある。 
７０９ 学校適正配

置課 
区立小・中学校適正

配置事業 
小規模化が著しく、統合しても適正規模

の確保が困難な状況が想定されるため、中

学校の統合計画を変更し実施する。 
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【見直し】 
整理

番号 
所 属 事 業 名 内  容 

５３ 税務課 特別区民税・都民税

軽自動車税 収納事

務 

収納率の向上、差押え等の強化、資力調

査の徹底。収納支援システムの早期構築。

職場環境の改善等。 
８０ 防災課 災害対策要員宿舎維

持管理 
災害対策要員の宿舎使用料の見直しにつ

いて検討する。 
１４９ 区民課 住民基本台帳事務 出張所の廃止により、区民課への集客数

が増加している。 
このため、事務処理の改善と職員体制の

強化が必要である。 
２０１ 計画管理課 拠点回収事業 回収拠点の増、委託形態の検討、事務改

善個所の見直しを図る。 
３２９ 障害者福祉

課 
駒込生活実習所運営 今後、一般就労に向けた就労支援が重要

な役割になってくると思われるので、作業

所分室の「就労支援センター」化などに取

り組んでいく。 
４２９ 生活衛生課 環境衛生関係事業 自主検査を高めることで、監視効率を高

める。 
他法令・条例において重複規制の事務を

点検する。 
７８７ 中央図書館 中央図書館運営事務 老朽施設の統廃合は理論上可能。 

開館時間の見直しについて検討をする。

 
【縮小】 
整理

番号 
所  属 事 業 名 内   容 

７１ 地域文化課 統計書発行事務 印刷部数の見直し（縮小）を図る。 
７９ 地域文化課 区民農園管理運営 住宅化の進行等で農地が減少してき

ており、農園の確保が厳しい状況となっ

ている。 
１８６ 国民年金課 保険料事務 14 年度に、収納関係事務の大部分が

国に移管される。 
３４３ 介護保険課 介護支援専門員支援事業 14 年度から、短期入所サービスの一

本化に伴い、振替利用支援は廃止する。
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３６１ 中央保健福

祉センター 
介護ヘルパー養成事業 民間の養成機関の実施状況を踏まえ、

公私の役割分担を明確にし、特段の支障

がなければ事業を縮小していく。 
４３４ 健康推進課 一般健康相談事業 一般の医療機関でも実施しており、健

診料の自己負担増の問題が解決すれば、

縮小は可能である。 
４９１ 青少年課 不健全図書類等規制対策

事業 
実態調査は引き続き実施するが、資料

の購入は中止する。 
５１７ 子育て支援

課 
ひとり親家庭等家事援助

事業 
事業の存続は必要であるが、利用者が

限られているため、事業の縮小措置が妥

当である。 
５３９ 都市計画課 目白駅周辺地区整備推進

事業 
14 年度で事業終了予定。現在、ほと
んど事業が終了している。 

 
【終期設定】 
整理

番号 
所  属 事 業 名 内   容 

１１５ 生活産業課 産学協同商店街 
活性化対策事業 

12年度から 13年度の事業として計画
されたものであり、今後の実施予定はな

い。 
２５３ 高齢者福祉

課 
高齢者福祉手当支給事業  介護保険の施行に伴い、手当支給の意

義が薄れた。14年度で事業終了予定。
３６９ 中央保健福

祉センター 
ホームヘルプサービス利

用者負担軽減事業 
介護保険の利用料負担増を緩和する

特別対策であり、12年度から 16年度ま
での時限措置である。 

 
 
【休止】 
整理

番号 
所  属 事 業 名 内   容 

５６１ 住宅課 借上区民住宅供給事業 今後は、民間活力を活用・誘導するこ

とを中心に、ファミリー世帯の定住化を

促進する。 
５６２ 住宅課 都心共同住宅供給事業 公的な補助金により、良質な中高層共

同住宅の誘導を図ってきたが、区財政の

悪化により、平成 16年度まで休止。 
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５６５ 住宅課 安心住まい建築利子助成

事業 
12年度より新規受付は休止中。 
現在は、すでに建築した家主に対して

の利子及び保険料の助成金支出のみ行

っている。 
５６９ 住宅課 住宅建設資金融資あっせ

ん・利子補給事業 
12年度より新規受付は休止中。 
現在は、継続者についての利子補給の

みを行っている。 
７２９ 生涯学習課 姉妹都市との文化交流経

費 
作品の交流展示会など事業が固定化

しているため、休止を含めて見直しを図

る。 
 
【廃止】 
整理

番号 
所  属 事 業 名 内   容 

２４１ 管理調整課 歳末見舞金事業 ２３区では大多数が廃止、縮小傾向に

ある。14 年度は支給額の減額を図り、
15年度で廃止とする。 

３９６ 中央保健福

祉センター 
高齢者福祉用具貸与事業 介護保険に移行し、13 年度で事業終

了予定。 
４９６ 青少年課 子育て支援協議会設立準

備事業 
今後は、地区青少年育成委員会の活動

支援強化、児童館での地域懇談会等の活

性化を図っていくのが適当である。 
５６６ 住宅課 ファミリー世帯住み替え

家賃助成事業 
現在、新規受付は休止中。今後は、廃

止の方向で検討する。 
５９８ 道路管理課 公共溝渠使用許可事務 公共溝渠（流水路）は、現在ほとんど

埋め立てられており、実態は認定外公道

と同じ国有地である。 
今後の国有財産移管時に、現在の公共

溝渠に関する条例は廃止する。 
７０６ 学務課 三芳野外教室開催経費 過去２年間実績なし。１３年度も実施

予定なしのため、廃止の方向で検討。 
７２１ 生涯学習課 小学生外国語教室事業 総合学習の時間の充実等で、各学校で

同様の内容が授業に取り入れられてお

り、既にこの事業の目的は達成されてい

る。 
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改革プラン 
 各項目ごとの個別評価及び総合評価の結果、また評価作業を通じて明らかになった

課題を踏まえ、今後の事業の改革プランを作成しました。改革プランの事業例は、次

のとおりです。 
 【改革プランの事業例】 
整理番号 所 属 事 業 名 

 
改革プランの内容 

 
 
２３ 情報管理課 電算システム保守開発事業 

   ホストコンピュータのオペレーションについては全て、システム及びプログラムの開発・保

守については原則として、職員が対応している。しかし、ＩＴの進展等に伴い、一般職として

採用され、しかも一定の期間で異動する職員で、これらの業務に対応することは、著しく困難

になってきている。このため、オペレーション委託等アウトソーシングの導入について、先行

自治体の状況等を踏まえ、検討を図っていきたい。 

 
 
９８ 生活産業課 生活産業プラザ情報提供事業 
１．図書・情報コーナーに対する区民の要望を把握するため、来訪者に対しアンケート調査を

実施する。 

２．図書・情報コーナーの利用について、広報等で積極的にＰＲする。 

３．現行の利用者開放端末機については、経費削減により内容更新ができず古い情報のままと

なっており、利用者も少ないため廃止する。今後はホームページをそれに代る情報提供手

段とし、そのための環境整備（館内ＬＡＮ敷設、その他機器等整備）を行う。 

 
 
１６０ 国民健康保険課 レセプト点検事業 

１．非常勤職員の採用枠を１名増やし４名とすることで、レセプト点検を強化する。 

２．研修を充実させて、レセプト点検員のレベルの向上を目指す。 

３．事務改善では、従来行っている縦覧点検の範囲の拡大を行う。 
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２０９ リサイクル推進課 フリーマーケット・生活用品活用市事業 

１．今年度は、ポスターの枚数を増やし、大型店舗や商店に協力依頼をして、毎回 1ヶ月前か

ら区民の目に届くようＰＲ方法を工夫した。また、保育園や児童館等にも依頼した。その

結果、前年の来場者数を上回っている。 

２．来年度は、フリーマーケット運営を更に自主運営化したい。区民によるフリーマーケット

企画に、豊島区が場所の提供と PR をするという方向を目指す。 

 
 
２５５ 高齢者福祉課 配食サービス事業委託 

新生としま改革プランで提言されたＮＰＯの活用を今後とも進める。これにより，地域に根

ざしたきめ細かい福祉ネットワークの構築が期待でき、また事業を保健福祉センターに移行し

て窓口を統一させることで、事業を円滑に進めることができるようになる。区民が現在の地域

割を超えてサービスが受けられるような施策を考える必要がある。 

 
 
５３６ 都市計画課 街づくり大学事業 

１． 今年度は、受講生の数を少しでも多くするよう、従来「広報としま」だけであった募集記事を、公社

の広報紙まで広げ、周知・徹底する。また、ちらしやホームページでの掲載も工夫したい。 

２． 来年度は、ゼミ講師謝礼の委託料の経費節減を図るため、ゼミ形式の形態や運営方法など工夫や

変更を検討したい。 

３． 将来的には、参加する意欲が高まっていないようにみうけられるが、本事業の趣旨[参加によるまち

づくり]や重要性を粘り強く普及啓発する努力を継続することが、豊島区のまちづくりを発展させると

考える。したがって、創意・工夫を重ね、魅力ある大学として受講生を増やす努力をし続けたい。 

 
 
７０２ 学務課 尾瀬移動教室 

１．今年度年度から交通費（バスの借上げ）については、入札によるバス会社の選定を行いコ

ストダウンを図った。（昨年度まで補助金として学校に交付し、バス会社は学校で選定して

いた。） 

２．看護業務を委託とし、事務改善を図る。 

３．煩雑な事務をパソコンを活用し定型化、マニュアル化し事務の効率化を図る。 
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４ 今後の取り組み 
 行政評価の手法については、現在確立された手法はありません。先行導入している

自治体においても、試行錯誤を繰り返しながら評価を行い、毎年改善することで評価

のレベルを高めている状況です。 
豊島区でも、今年度より行政評価（事務事業評価）を本格導入しましたが、評価の

解釈にばらつきが見られたり、適切な指標が設定されていない等、まだまだ改善すべ

き点は多々あります。今後、区民の皆様からのご意見も取り入れながら、評価のレベ

ルを向上させていこうと考えております。 
 また、今年度は、事務事業レベルでの評価を行いましたが、来年度からは施策・政

策レベルでの評価も実施する予定です。併せて区民の満足度等の調査も行いながら、

成果重視の行政を推進していきます。 
  

 
 
 
 

 
◎事務事業評価表の閲覧について 
個々の事務事業評価表については、下記の場所で閲覧できます。 
 

行政情報コーナー 

中央図書館 

 
評価表をご覧になり、ご意見等ありましたら、下記まで連絡をお願いします。 
 
○個々の事業内容の詳細に関する問い合わせ 
⇒ 各事業の担当課まで 

 
○評価制度全般に関する問い合わせ・ご意見等 
  ⇒ 政策経営部 行政管理課 行政管理担当係まで 
 

        ＴＥＬ． ０３－３９８１－１１１１   （内）２１５３   
             または、０３－３９８１－４９７０（直通） 
 


